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令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

１．発注標準金額の引き上げ
○令和７年度に契約する工事から等級区分のある工種に設定している発注標準金額が引き上げになる。
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【B＋C】4.5億以下

【C＋B】2.0億以上

1.5億

1.0億

【B＋C】4.9億以下

【C＋B】2.4億以上

1.5億

1.0億

WTO基準額
8.1億以上



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

１．発注標準金額の引き上げ
○令和７年度に契約する工事から等級区分のある工種に設定している発注標準金額が引き上げになる。
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※北陸地方整備局は、Ａ・Ｂランクのみ
（Ｂランク ０～１．４億円）



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

２．評価基準の見直し：優良工事技術者表彰等（技術者）
○北陸地方整備局では、建設業界における担い手の確保・育成及び技術力の向上に資するため、北陸地方整備局所管の工事の施工

において、秀でた若手技術者を表彰する制度を平成２７年度に創設し、表彰。
○令和６年６月に成立した改正品確法には、担い手の確保（処遇改善の推進）が挙げられており、次代担い手の確保・活躍に寄与

するよう若手技術者賞の受賞者を評価する。
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【現状】
優良工事技術者表彰及び優良工事表彰の従事技術者
（配置予定技術者の施工能力）

【見直し案】
優良工事技術者表彰及び優良工事表彰の従事技術者
（配置予定技術者の施工能力）

配置予定技術者の施工能力

３点局長表彰有り

１点事務所長表彰有り

０点表彰無し

※局長表彰と事務所長表彰を重複受賞した場合
は、局長表彰の３点のみとする。

配置予定技術者の施工能力

３点局長表彰有り

１点事務所長表彰有り

１点若手技術者表彰有り

０点表彰無し

※最も配点の高い表彰を評価し、重複評価しな
い。



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

３．評価項目の追加、評価点の見直し：国土技術開発賞（新規）
○技術開発者に対する研究開発意欲の高揚並びに建設技術水準の向上を図ることを目的として、建設産業に係わる優れた新技術を

表彰（国土交通大臣表彰）。また、中小建設業者、専門工事業者等の創意工夫やアイデアにあふれた技術を、特別賞「創意開発
技術賞」として表彰。

○令和６年６月に成立した改正品確法には、生産性向上（技術開発の推進）が挙げられており、生産性向上に寄与するよう、
WTO対象工事（段階的選抜方式）において、国土技術開発賞を評価（過去２ヶ年度の最優秀賞、優秀賞、特別賞のいずれか
の受賞実績がある場合に加点）する。

○国土技術開発賞の配点１点の追加に伴い、同種工事の実績の配点を見直す。
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【現状】 【見直し案】
技術提案評価

Ｓ型
WTO

段階選抜

企業の施工能力等 15
同種工事の実績 8
工事成績 5
ワーク・ライフ・バランス等推進企業 2
配置予定技術者の施工能力等 15
同種工事の施工経験 6
同種工事の施工経験の立場 3
工事成績 6
施工計画又は技術提案課題 60
加算点合計 段階:30・総合:60

賃上げの実施による加算点 4

評価項目

技術提案評価
Ｓ型
WTO

段階選抜

企業の施工能力等 15
同種工事の実績 7
工事成績 5
ワーク・ライフ・バランス等推進企業 2
国土技術開発賞 1
配置予定技術者の施工能力等 15
同種工事の施工経験 6
同種工事の施工経験の立場 3
工事成績 6
施工計画又は技術提案課題 60
加算点合計 段階:30・総合:60

賃上げの実施による加算点 4

評価項目

企業の施工能力等

８点より同種性が高い施工実績（S）

４点同種性が高い施工実績（A）

０点同種性が認められる施工実（B）

企業の施工能力等

７点より同種性が高い施工実績（S）

４点同種性が高い施工実績（A）

０点同種性が認められる施工実（B）



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

４．技術提案評価型SⅠ型（仮称）の試行：SⅠ型（仮称）について（新規）

5（出典：令和6年度 発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 第2回（令和6年12月6日））



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

４．技術提案評価型SⅠ型（仮称）の試行：SⅠ型（仮称）の進め方（新規）

6（出典：令和6年度 発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 第2回（令和6年12月6日））



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】
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５．各種試行工事の見直し：ワーク・ライフ・バランス等推進企業（対象工事の拡大）
○一般土木工事A等級・B等級、及び建築工事A等級・B等級の全ての工事を対象に、ワーク・ライフ・バランス等推進企業の加点評

価してきたところであるが、令和7年2月3日付け国土交通本省の通知を受け、全ての工種・等級に拡大する。
○業界団体等への周知期間を設けるため、令和７年度下半期からの適用を目指す。
○ワーク・ライフ・バランス等推進企業の配点１点の追加に伴い、優良工事表彰、安全管理優良受注者表彰の配点を見直し、最大

の加点点数を変更する。

標準
(右記以外)

一般土木・
建築工事
(本官工事)

舗装工事 鋼橋上部 標準
(右記以外)

一般土木・
建築工事
(本官工事)

舗装工事 鋼橋上部 標準
(右記以外)

一般土木・
建築工事
(本官工事)

段階選抜 段階選抜なし

企業の施工能力等 20 20 20 20 20 20 20 20 15 15 15
同種工事の実績 4 4 ４(5) 4 3 3 ４(5) 3 3 3 7
工事成績 5 5 5 5 3 3 5 3 5 5 5
ワーク・ライフ・バランス等推進企業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2
成績優秀企業認定 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
優良工事における下請者表彰 1 1 1 1 1
優良工事表彰・安全管理優良請負者表彰 4 3 3 4 3 4 3 4 3 3 4 3 4 3 3 2 2
生産性向上技術活用表彰・ICT人材育成推進企業認定 2 2 2 2 2 2 2 2
国土技術開発賞 1
登録基幹技能者 1 1 1 1 1
地元企業活用・若手女性技術者配置（注３） 1 1 1 1 1
地域精通度・地域貢献度 4 4 ４(3) 4 4 ４(3)

地域精通度 1 1 １(-) 1 1 １(-)
地域貢献度 3 3 3 3 3 3

橋梁補修工事の施工実績(耐震工事含む) 2 2
北陸地方整備局管内に自社製作工場を保有 2 2

評価項目

施工能力評価型 技術提案評価型

Ⅱ型 Ⅰ型
Ｓ型

WTO以外 WTO

対象工事を拡大

配点評 価 基 準評価項目

１点

次に掲げるいずれかの認定を受けている
・女性活躍推進法に基づく認定等（プラチナえるぼし・えるぼし認定企業等）
・次世代法に基づく認定（プラチナくるみん・くるみん・トライくるみん認定企業）
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）

「企業の能力等」

ワーク・ライフ・バランス等
推進企業

評価基準 変更前 変更後

優良工事表彰の局長表彰有り 3 2

優良工事表彰の事務所長表彰有り 1 1

安全管理優良受注者表彰有り 1 1

表彰無し 0 0

優
良
工
事
表
彰
・
安
全
管
理
優
良
請
負
者
表
彰

※優良工事表彰と安全管理優良受注者表彰の
加点対象はそれぞれ１件とし、合わせて最大
 ３２点の加点とする。
※優良工事表彰の局長表彰と事務所長表彰は
重複評価しない。

評価基準 変更前 変更後

優良工事表彰の局長表彰有り 3 2

優良工事表彰の事務所長表彰有り 1 1

安全管理優良受注者表彰有り 1 1

表彰無し 0 0

優
良
工
事
表
彰
・
安
全
管
理
優
良
請
負
者
表
彰

※優良工事表彰と安全管理優良受注者表彰の
加点対象はそれぞれ１件とし、合わせて最大
 ４３点の加点とする。
※優良工事表彰の局長表彰と事務所長表彰は
重複評価しない。



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】
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５．各種試行工事の見直し：ワーク・ライフ・バランス等推進企業（対象工事の拡大）
○一般土木工事A等級・B等級、及び建築工事A等級・B等級の全ての工事を対象に、ワーク・ライフ・バランス等推進企業の加点評

価については、下表のとおり継続する。

参考

①対象：ＷＴＯ以外の一般土木工事A等級・B等級、及び建築工事A等級・B等級の工事

配点評 価 基 準評価項目

１点

次に掲げるいずれかの認定を受けている
・女性活躍推進法に基づく認定等（プラチナえるぼし・えるぼし認定企業等）
・次世代法に基づく認定（プラチナくるみん・くるみん・トライくるみん認定企業）
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）

又は、介護休業、介護休暇に係る制度を社内制度として定めていて、過去５カ年度に取得実績を有
すること。

「企業の能力等」

ワーク・ライフ・バランス等
推進企業

②対象：ＷＴＯ対象の一般土木工事、及び建築工事

配点評 価 基 準評価項目

１点

①次に掲げるいずれかの認定を受けている
・女性活躍推進法に基づく認定等（プラチナえるぼし・えるぼし認定企業等）
・次世代法に基づく認定（プラチナくるみん・くるみん・トライくるみん認定企業）
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）

又は、介護休業、介護休暇に係る制度を社内制度として定めていて、過去５カ年度に取得実績を有
すること。

「企業の能力等」

ワーク・ライフ・バランス等
推進企業

※①＋②の最大２点を
加点

１点
②配置予定技術者が、次の基準を満たしていること

・競争参加資格申請書の提出日以前に３カ月以上、○○県内に住所のある者。（契約後、引き続き
工事完成まで、○○県内に居住すること。）



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

６．各種試行工事の実施方針：令和３～６年度実施件数と令和７年度実施方針
○「自治体実績評価型」と「企業能力評価型」について、能登半島地震に係る総合評価落札方式を用いる工事が増えたことより、
令和６年度では増。
○「次代担い手（若手・女性技術者）活躍型」について、施工能力評価型Ⅰ型が増えたことより、令和６年度では増。
○「専任指導者契約後設置」と「労務費見積活用宣言」について、能登で大規模工事が増えたことより、令和６年度では増。

備考令和７年度
実施方針

令和６年度
実施件数

令和５年度
実施件数

令和４年度
実施件数

令和３年度
実施件数各種試行

継続３１（うち能登：２５）６４５自治体実績評価型

継続４０（うち能登：２３）０－－企業能力評価型

継続１２１０１５１７地元企業活用審査型

継続５３２１６２６５登録基幹技能者の配置

継続２９１１２１０次代担い手（若手・女性技術者）活躍型

継続３ーーー受注機会促進型

継続９０（うちⅡ型：７５）３２（うちⅡ型：２２）４６５８一括審査方式（R5~適用範囲の変更）

R５:適用可能工事無し継続００１ー一括審査方式における複数名申請

R６:１件公告中継続０１１１段階選抜方式（技術提案１事項）

休止０００ー段階選抜方式（大規模事業での見直し）

継続１２（うち能登：１０）６５ー専任指導者契約後設置

継続００２ー資料等に関する質問回答の拡充

継続７（うち能登：７）１２ー労務費見積活用宣言

継続１４３５参加者確認型契約方式

継続０００４フレームワークモデル工事

9

＊R6年度は、令和6年4月～12月末までの契約件数。



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

７．総合評価落札方式のタイプ別評価項目、配点及び加算点（令和７年度上半期）

10

（注１） ・評価項目で該当が無い場合は、削除する。なお、その場合は、合計点が下がる。
（注２） ・特定専門工事審査型は別途配点とする。
（注３） ・一般土木工事の場合、地元企業活用は３億円以上、若手・女性技術者配置は６千万円以上２億円未満が対象となる。
（注４） ・舗装工事（Ａランク）の場合、企業の施工能力等の「地域精通度」は、評価対象外とし、同種工事の施工実績は（ ）書きの配点とする。
（注５） ・建築工事、電気設備工事、暖冷房衛生設備工事等は、「成績優秀企業認定」、「優良工事における下請者表彰」を適用しない。
（注６） ・賃上げ実施による加算点は、加算点合計の５％以上となるように設定する。（例：加算点合計４０点の場合 ３点／（４０点＋３点）＝６．９８％≧５％）
（注７） ・技術提案評価型A型は、『国土交通省直轄工事における総合評価運用ガイドライン』による。
（注８） ・ワーク・ライフ・バランス等推進企業の加点は、一般土木及び建築工事のみ。それ以外の工種は、段階選抜は企業の施工能力等の合計を13点、段階選抜なしは技術提案課題を60点とする。

令和７年度上半期 北陸地方整備局 総合評価落札方式 配点（項目）基準

標準
(右記以外)

一般土木・
建築工事
(本官工事)

舗装工事 鋼橋上部 標準
(右記以外)

一般土木・
建築工事
(本官工事)

舗装工事 鋼橋上部 標準
(右記以外)

一般土木・
建築工事
(本官工事)

段階選抜 段階選抜なし

企業の施工能力等 20 20 20 20 20 20 20 20 15 15 15(注8) 2(注8)
同種工事の実績 4 4 ４(5) 4 3 3 ４(5) 3 3 3 7
工事成績 5 5 5 5 3 3 5 3 5 5 5
ワーク・ライフ・バランス等推進企業 1 1 1 2(注8) 2(注8)
成績優秀企業認定 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
優良工事における下請者表彰 1 1 1 1 1
優良工事表彰・安全管理優良請負者表彰 4 3 4 4 4 3 4 4 3 2
生産性向上技術活用表彰・ICT人材育成推進企業認定 2 2 2 2 2 2 2 2
国土技術開発賞 1
登録基幹技能者 1 1 1 1 1
地元企業活用・若手女性技術者配置（注３） 1 1 1 1 1
地域精通度・地域貢献度 4 4 ４(3) 4 4 ４(3)

地域精通度 1 1 １(-) 1 1 １(-)
地域貢献度 3 3 3 3 3 3

橋梁補修工事の施工実績(耐震工事含む) 2 2
北陸地方整備局管内に自社製作工場を保有 2 2
配置予定技術者の施工能力等 20 20 20 20 20 20 20 20 15 15 15
同種工事の施工経験 5 5 3 5 5 5 3 5 4 4 6
同種工事の施工経験の立場 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 3
同種工事の地域精通度 1 1 1 1 1 1 1 1
舗装施工管理技術者資格の有無 2 2
工事成績 8 8 8 8 8 8 8 8 6 6 6
優良工事技術者表彰等 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
継続教育（CPDS）の取組状況 1 1 1 1 1 1 1 1
施工計画又は技術提案課題 10 10 10 10 30 30 60 58(注8)
加算点合計 40 40 40 40 50 50 50 50 60 60 段階:30・総合:60 60

賃上げの実施による加算点 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4

低い    ←  工事技術的難易度  →    高い

評価項目

施工能力評価型 技術提案評価型

Ⅱ型 Ⅰ型
Ｓ型

WTO以外 WTO



令和７年度 工事の総合評価落札方式 実施計画（案）【工事関係】

７．総合評価落札方式のタイプ別評価項目、配点及び加算点（令和７年度下半期）

11

令和７年度下半期 北陸地方整備局 総合評価落札方式 配点（項目）基準

WTO以外
標準 舗装工事 鋼橋上部 標準 舗装工事 鋼橋上部 標準 段階選抜 段階選抜なし

企業の施工能力等 20 20 20 20 20 20 15 15(14)(注9) 2(1)(注9)
同種工事の実績 4 ４(5) 4 3 ４(5) 3 3 7
工事成績 5 5 5 3 5 3 5 5
ワーク・ライフ・バランス等推進企業（注8） 1 1 1 1 1 1 1 2(1)(注9) 2(1)(注9)
成績優秀企業認定 1 1 1 1 1 1 1
優良工事における下請者表彰 1 1 1
優良工事表彰・安全管理優良請負者表彰 3 3 3 3 3 3 2
生産性向上技術活用表彰・ICT人材育成推進企業認定 2 2 2 2 2 2
国土技術開発賞 1
登録基幹技能者 1 1 1
地元企業活用・若手女性技術者配置（注３） 1 1 1
地域精通度・地域貢献度 4 ４(3) 4 ４(3)

地域精通度 1 １(-) 1 １(-)
地域貢献度 3 3 3 3

橋梁補修工事の施工実績(耐震工事含む) 2 2
北陸地方整備局管内に自社製作工場を保有 2 2
配置予定技術者の施工能力等 20 20 20 20 20 20 15 15
同種工事の施工経験 5 3 5 5 3 5 4 6
同種工事の施工経験の立場 2 2 2 2 2 2 2 3
同種工事の地域精通度 1 1 1 1 1 1
舗装施工管理技術者資格の有無 2 2
工事成績 8 8 8 8 8 8 6 6
優良工事技術者表彰等 3 3 3 3 3 3 3
継続教育（CPDS）の取組状況 1 1 1 1 1 1
施工計画又は技術提案課題 10 10 10 30 60 58(59)(注9)

加算点合計 40 40 40 50 50 50 60 段階:30(29)(注9)
・総合:60 60

賃上げの実施による加算点 3 3 3 3 3 3 4 4 4

低い    ←  工事技術的難易度  →    高い

評価項目

施工能力評価型 技術提案評価型

Ⅱ型 Ⅰ型
Ｓ型

WTO

（注１） ・評価項目で該当が無い場合は、削除する。なお、その場合は、合計点が下がる。
（注２） ・特定専門工事審査型は別途配点とする。
（注３） ・一般土木工事の場合、地元企業活用は３億円以上、若手・女性技術者配置は６千万円以上２億円未満が対象となる。
（注４） ・舗装工事（Ａランク）の場合、企業の施工能力等の「地域精通度」は、評価対象外とし、同種工事の施工実績は（ ）書きの配点とする。
（注５） ・建築工事、電気設備工事、暖冷房衛生設備工事等は、「成績優秀企業認定」、「優良工事における下請者表彰」を適用しない。
（注６） ・賃上げ実施による加算点は、加算点合計の５％以上となるように設定する。（例：加算点合計４０点の場合 ３点／（４０点＋３点）＝６．９８％≧５％）
（注７） ・技術提案評価型A型は、『国土交通省直轄工事における総合評価運用ガイドライン』による。
（注８） ・一般土木及び建築工事の本官工事は、評価内容が一部異なるため留意すること。
（注９） ・WTO対象で、一般土木及び建築工事以外の工事は（ ）書きの配点とする。
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令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

北陸地方整備局では、働き方改革（受注者の負担軽減、適切な履行期間の確保）、地域企業の育成、次代
担い手（女性・若手技術者）の確保・育成の観点より、多様な評価方法による試行を実施。

北陸地方整備局の試行一覧

※R6年度件数はR6.12月末時点で契約済み業務の件数。

Ｒ３ Ｒ４ R５ R６

総合評価落札方式（簡易特別型）
【H22～試行】
※R7ｄ一部見直し

地域防災の担い手確保を目的として、地元企業の受注機会を創出するた
め、予定価格2,500万円程度までの定常的、又簡易な業務について、地域
要件を「当該県内に本店を有する」とする試行を実施。

総合評価落札方式（簡易型１：１）の
うち予定価格2,500万円程度までの
定常的、又簡易な業務、土木コン・測
量・地質

63 51 53 40 継続

総合評価落札方式（自主的照査併用型）
【H25～試行】

経験の少ない若手（40歳以下）を管理技術者に配置し、自主的にベテラ
ン、シニア技術者を配置し照査することにより、若手技術者の人材確保・育
成、及び建設シニア等からの技術伝承を促し、業務成果の品質を確保しつ
つ若手技術者の育成を支援する試行を実施。

総合評価落札方式（簡易型１：１）、
土木コン

2 1 2 0 継続

ダイバーシティ推進型業務委託
【H29～試行】

女性・若手技術者を含む多様性を加味した技術者を配置することにより、
女性・若手技術者の育成と業務成果の品質を図る試行を実施。

プロポーザル方式、土木コン 2 4 2 3 継続

総合評価落札方式(一括審査方式)
【H30～試行】

内容・目的が同種の業務であり、技術評価等の項目が同じ業務となる場
合、その業務の品質を確保した上で、受発注者の負担軽減のため、提出
する技術資料（実施方針）を同一のものとすることができる試行を実施。

総合評価落札方式（１：１、簡易特別
型）、プロポーザル方式

11 14 40 14 継続

業務能力評価型
【R5～試行】
※R7ｄ一部見直し

対外調整（定型的な関係機関への手続きを除く）が不要など、技術提案書
【実施方針】を求めなくても、受注する企業・技術者の評価のみで業務成
果の品質が確保される業務を対象に、技術提案書【実施方針】の提出を省
略する試行を実施。

予定価格2,500万円程度までの定常
的、又簡易な業務、土木コン・測量・
地質

－ － 2 17 継続

試行（取組）名称 試行（取組）の概要 適用業務
実施状況

Ｒ６適用



令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

配置予定技術者の経験及び能力

３点局長表彰有り

２点事務所長表彰有り

０点表彰無し

※局長表彰と事務所長表彰を重複受賞した場合は、局長表
彰の３点のみとする。

【見直し案】

配置予定技術者の経験及び能力

３点局長表彰有り

２点事務所長表彰有り

２点若手技術者表彰有り

０点表彰無し

※最も配点の高い表彰を評価し、重複評価しない。

【現状】
○総合評価落札方式（簡易型１：１）：管理技術者の場合

○簡易公募型プロポーザル方式：管理技術者の場合

評価基準の見直し（若手技術者賞の評価）

北陸地方整備局では、建設業界における担い手の確保・育成及び技術力の向上に資す るため、北陸地方整備局所管の工事の施工
や業務の成果において、秀でた若手技術者を 表彰する制度「若手技術者賞」を平成２７年度に創設。
令和7年度より、総合評価落札方式、プロポーザル方式、価格競争において「若手技術者賞」を表彰された技術者を評価する。
（評価対象：管理（主任）技術者及び担当技術者）

配置予定技術者の経験及び能力

５点局長表彰有り

３点事務所長表彰有り

０点表彰無し

※局長表彰と事務所長表彰を重複受賞した場合は、局長表
彰の５点のみとする。

配置予定技術者の経験及び能力

５点局長表彰有り

３点事務所長表彰有り

３点若手技術者表彰有り

０点表彰無し

※最も配点の高い表彰を評価し、重複評価しない。

令和７年度～
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現行 見直し案 現行 見直し案 現行 見直し案

建設コンサルタント登録等 5 5 5 5 5 5

同種又は類似業務等の実績の内容 5 4 5 4 10 8

地域貢献度（災害協定に基づく実績） 5 5 5 5 - -

過去４年間の業務成績 30 30 30 30 30 30

過去２年間の業務表彰 5 5 5 5 5 6

WLB推進企業 1 1 1

技術者資格 5 5 5 5 5 5

同種又は類似業務等の実績の内容 5 5 5 5 5 5

地域精通度（当該事務所周辺の受注実績） 5 5 5 5 5 5

過去４年間の業務成績 30 30 30 30 30 30

過去４年間の業務表彰 5 5 5 5 5 5

100 100 100 100 100 100

指
名
・
選
定
段
階

予
定
管
理
技
術
者

配点合計

参
加
表
明
者

評価項目

プロポーザル方式

標準型

(1:2)

総合評価落札方式

公募・簡易公募型
プロポーザル

簡易型

(1:1)

令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

○対象業務：総合評価落札方式及びプロポーザル方式における、土木コン、測量、地質調査、建築コン、補償コン業務

ワークライフバランス等推進企業の加点評価（評価項目の追加）

建設業界全体でワーク・ライフ・バランス等が推進されるための取組として、一般土木工事A等級・B等級、建築工事A等級・B等級及び技
術提案･交渉方式における優先交渉権者との業務契約（ECI業務）において、ワーク・ライフ・バランス等推進企業の加点評価を行っている
ところであるが、令和7年2月3日付国土交通本省からの通知を受け、全ての建設コンサルタント業務等にまで拡大し、業界団体等への周知
期間を設けて、令和7年度下半期からの適用を目指す。

令和７年度～

○加点方法：指名（選定）段階における、『参加表明者の経験及び能力』にて加点を行う。
WLB加点に伴い、『参加表明者の経験及び能力』の配点を一部見直し。

配点評価基準評価項目

1点

次に掲げるいずれかの認定を受けている。
・女性活躍推進法に基づく認定（プラチナえるぼし・えるぼし認定企業）
・次世代法に基づく認定（プラチナくるみん・くるみん（令和４年４月１日以降の

基準）・くるみん（平成29年４月１日～令和４年３月31日までの基準）・トライ
くるみん・くるみん（平成29年３月31日までの基準）認定企業）

・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）

参加表明者の経験及び能力

14



総合評価落札方式（簡易特別型）【試行】 平成２２年度～

（令和７年度一部見直し）

【目的】 １．土木コンサルタント業務においては、地元企業の受注が少ない状況
⇒ 地元企業の受注実績は、全体件数の約１／３程度

２．総合評価方式をより広く普及し、地元企業の受注機会を確保するため、入札契約手続きを簡略化した
「簡易特別型」総合評価落札方式の試行を推進
（H22～試行、H24～測量・地質業務拡充、H25～評価点の一部変更、H30～対象業務２千万円に拡大）
H30以降の設計業務委託等技術者単価の上昇率を鑑みて、R7～対象業務２千５百万円に拡大。

【試行内容】
地域防災の担い手確保として、地元企業の受注機会の創出が

期待できる。

■対象業務：
予定価格２千５百万円以下の土木コンサルタント業務、測量業
務、地質調査業務で定常的又は簡易な業務（県内に本店を
有する企業で競争性が保てる業務）

■参加要件：
○○県内（又は北陸地方整備局管内）に本店を有すること

■技術評価点：
地域精通度（当該事務所周辺の受注実績）の評価に重点
を置いている
①指名段階、入札段階の予定管理技術者の地域精通度を
高めに配点
②指名段階の参加表明者、予定管理技術者の業務成績を
低めに配点
③入札段階の予定管理技術者の同種・類似実績は評価し
ない

技術評価点の配点内訳

令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

配点 100点換算

建設コンサルタント登録等 5 5 12.5

同種又は類似業務等の実績の内容 4 4 10

地域貢献度（災害協定に基づく実績） 5 - -

過去４年間の業務成績 30 5 12.5

過去２年間の業務表彰 5 - -

WLB推進企業 1 1 2.5

技術者資格 5 5 12.5

同種又は類似業務等の実績の内容 5 5 12.5

地域精通度（当該事務所周辺の受注実績） 5 5 12.5

過去４年間の業務成績 30 10 25

過去４年間の業務表彰 5 - -

100 40 100

技術者資格 5 5 10

同種又は類似業務等の実績の内容 10 - -

地域精通度（当該事務所周辺の受注実績） 10 10 20

過去４年間の業務成績 20 10 20

過去４年間の業務表彰 5 - -

業務量把握の妥当性 10 5 10

100 50 100

評価項目 簡易型

業務の実施方針
地域の実情を把握した提案

簡易(特別)型

40

入
札
段
階

予
定
技
術
者

実
施
方
針

40 20

配点合計

指
名
段
階

参
加
表
明
者

予
定
管
理
技
術
者

配点合計
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総合評価落札方式（自主的照査併用型）【試行】 平成２５年度～

（令和６年度一部見直し）

技術評価点の配点内訳

【目的】※R6一部見直し（下線箇所）
経験の少ない若手（40歳以下）を管理技術者に配置し、自主的
にベテラン、シニア技術者等を配置し照査することにより、若手技
術者の人材確保・育成、及び建設シニア等からの技術伝承を促
す方式として試行
【期待される効果】
若手技術者の受注機会が増え、経験実績を得られる。
（品質はベテラン・建設シニア等の照査により確保）

【試行内容】※R6一部見直し（下線箇所）
予定管理技術者として、経験の少ない若手（40歳以下）を配置し、
加えて品質を担保するため自主的に建設シニア等のベテランの
照査技術者（「自主的照査技術者」という。）を配置する場合、総
合評価で加点する。

■対象業務
・総合評価（簡易型１：１）のうち発注者が指定した設計業務
※各事務所１件以上（総合事務所においては治水・道路毎に１件以上）試行

■自主的照査技術者を配置する場合の条件
・予定管理技術者（若手技術者）の年齢が40歳以下
・予定管理技術者（若手技術者）より経験・資格が上位の技術者
・自主的照査は、通常の照査とは別に実施（費用は計上しない）

■技術評価点
・指名段階、入札段階の参加表明者、予定管理技術者の地域
要件を評価せず、若手技術者の配置に配分
・実施方針の目的、条件、内容の理解及び地域の実情にあった
提案の配点を下げ、照査項目の提案に配分 16

令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

建設コンサルタント登録等 5 5

同種又は類似業務等の実績の内容 4 4

地域貢献度（災害協定に基づく実績） 5 -

過去４年間の業務成績 30 30

過去２年間の業務表彰 5 5

WLB推進企業 1 1

技術者資格 5 5

同種又は類似業務等の実績の内容 5 5

地域精通度（当該事務所周辺の受注実績） 5 -

若手技術者の配置（自主的照査技術者の配置） - 10

過去４年間の業務成績 30 30

過去４年間の業務表彰 5 5

100 100

技術者資格 5 5

同種又は類似業務等の実績の内容 10 10

地域精通度（当該事務所周辺の受注実績） 10 -

若手技術者の配置（自主的照査技術者の配置） - 10

過去４年間の業務成績 20 20

過去４年間の業務表彰 5 5

業務量把握の妥当性 10 10

照査項目の提案 - 10

100 100

評価項目 簡易型

指
名
段
階

参
加
表
明
者

予
定
管
理
技
術
者

配点合計

30

配点合計

自主的照査
併用型

入
札
段
階

予
定
技
術
者

実
施
方
針

業務の実施方針
地域の実情を把握した提案

40



ダイバーシティー推進型業務委託【試行】 平成２９年度～

＜対象業務＞ H29～
プロポーザル方式により発注する概ね予定価格2,000万円程度以下の「計画・
検討系業務」等を対象とする。
※各事務所1件以上（総合事務所においては治水・道路毎に1件以上）
試行する。

【拡大】Ｒ２～
プロポーザル方式により発注する土木関係建設コンサルタント業務を対象とする。
※各事務所１件以上（総合事務所においては治水・道路毎に１件以上）試行

＜評価方法＞
管理技術者、担当技術者（登録順位の上位2名までが対象）の構成に
より、実施方針の「その他（地域の実情にあった提案）」の10点満点のうち、
「多様性」に最大5点を分配する。

【多様性5点】
次の全ての要件を満たし、かつ管理技術者を含めた技術者を3名以上
配置している。
①女性技術者を配置している。
②若手技術者（30歳以下）を配置している。
③配置予定技術者の最年長と最年少の年齢差が20歳以上である。

【多様性2点】
次の全ての要件を満たし、かつ管理技術者を含めた技術者を3名以上
配置している。
①女性技術者を配置している。
②若手技術者（35歳以下）を配置している。
③配置予定技術者の最年長と最年少の年齢差が15歳以上である。

「多様性５点」の例

「多様性２点」の例

担当（男性）35歳

管理（男性）50歳 管理（男性）55歳 管理（女性）45歳

担当（男性）30歳

担当（男性）50歳担当（男性）40歳

担当（女性）30歳 担当（男性）30歳

担当（女性）35歳

（例１）

（例１）

（例２）

（例２）

（例３）

（例３）

管理（男性）50歳 管理（男性）55歳 管理（女性）45歳

担当（男性）50歳担当（男性）40歳

担当（女性）40歳

担当（女性）40歳

担当（男性）35歳

※年齢評価の考え方
当初設定する履行期限（工期の末日）時点の年齢で評価する。

建設コンサルタント業務等の品質確保には、業務を実施する技術者の多様性（経験年数、価値観等）が有効な場合があります。
また、担い手の確保・育成のためにも、次代担い手（女性・若手技術者）を積極的に配置がすることが必要です。
これらを踏まえ、次代担い手（女性・若手技術者）を含む多様性（経験年数、価値観等）を加味した技術者の配置により、業務成果の品
質向上を図る業務委託を試行しています。（配置予定技術者の構成に応じて評価）
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業務の一括審査方式について【試行】 平成３０年度～

（令和６年度一部見直し）

【一括審査のイメージ】

評価点順位 評価点順位

業務

開札順
（落札決定順）

業者
A

業者
B

業者
C

業者
D

※順位づけの後、評定値の最上位の者から落札決定する。
※落札決定を受けた者は、以降の入札は無効となる

①業務

１番目

②業務

２番目

③業務

３番目

落札決定

１位

入札無効

１位

入札無効

１位

落札決定

２位
未提出

入札無効

２位

２位 ３位

落札決定

３位

３位
未提出

４位

【資料提出のイメージ】

◆２業務すべてに参加を希望する場合。

様式－１ 様式－２ 様式－１９様式－３ ～

①業務

②業務

様式－１
①業務と同様である旨を記載。
（様式－２ ～ １９省略）

評価点順位

内容・目的が同種の業務であり、技術評価等の項目が同じ業務となる場合、その業務の品質を確保した上で、受発注者の負担軽減の
ため、提出する技術資料（実施方針又は技術提案のテーマ）を同一のものとすることができる一括審査方式の試行を継続する。

①支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官が同一で
ある業務
②業務の内容・目的が同種の業務
③技術評価等の項目や実施方針又は技術提案のテーマが同一
の業務
④業務規模（金額）が同程度で多数の参加希望者が見込まれる業
務
⑤入札公告、参加表明書及び技術提案書の提出、入札、開札の
それぞれを同一日 とする業務
⑥総合評価落札方式（１：１）、「簡易特別型」総合評価落札方式または
プロポーザル方式（令和６年度より適用）で発注する業務
（但し、発注方式（１：１と簡易特別型）の混在は認めない）

【一括審査方式の適用条件】 ①～⑥全ての条件を満たすこと。

※一括審査方式を採用する場合は、事前に技術管理課にご相談ください。
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一般競争入札（業務能力評価型）について【試行】 令和５年度～

業務能力評価型：Ｒ５～試行

比較的技術的難易度が高くなく、関連業務や関係機関、地元などとの対外調整が不要な一般的な設計（修正設計含む）、測量・
地質調査、点検などでは、技術提案書【実施方針】の提案内容が一般的になりやすい。
また平準化の移行期において、年度末工期の業務のとりまとめと技術提案書の作成時期が重複するなどの課題に対応するため、
技術提案書の提出を省略する「総合評価方式（業務能力評価型）」を令和5年度より新たに試行し、適切な履行期間の確保へ寄与。

対象業務のイメージ

手続き開始の
公告

競争参加資格確認申請書
の提出期限

競争参加資格確認
申請書の評価

入札・開札

落札者の決定

競争参加資格確認
通知

業務能力評価型総合評価
(一般競争入札方式)

手続き開始の
公示

参加表明書の
提出期限

指名通知

技術提案書の
評価

入札・開札

落札者の決定

技術提案書の
提出

総合評価簡易型(1:1)
（公募型・簡易公募型競争入札)

10日

20日
以内

10日
以内

標準的
な日数

累計
日数

10日

20日

40日

60日

10日

6日

15日
以内

10日

25日

31日

20日

標準的
な日数

累計
日数

・地域要件(県内本店または県内+隣接県内本店)による企業の絞り込み
※一般競争入札との併用による入札期間の大幅な短縮

・契約に要する期間の短縮（約4週間）により柔軟な工期設定

契約に要する期間の短縮（約４週間）

比較的技術的難易度が高くなく、地元などとの対外調整が不要な一般的な
設計（修正設計含む）、測量・地質調査、点検などでは、技術提案書【実施方
針】の提案内容が一般的になりやすい。

・同種の業務実績等を評価し技術提案書【実施方針】の提出・評価を省略する
ことにより、発注者・企業双方の業務の簡素化を実現

※予定価格2500万円以下の業務で試行

令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

適切な履行期間の確保へ 19



予定技術者の手持ち業務量の緩和【試行】

管理（主任）技術者及び担当技術者の要件として、公告日時点で手持ち業務の契約金額５億円未満かつ１０件未満としている。

【令和2年度～令和5年度試行】
昨今、年度末期限の分散を図るため、積極的に繰越の活用を図ってきており、第１四半期に履行期限を迎える業務が増加傾向にある一方、年
間でも第１四半期公告業務が多い状況。
３月末工期の履行期限の平準化を進めるため、次年度の第一四半期に繰り越して完了する業務については、「手持ち業務量の対象外」とする
取組を試行し、受注者が繰り越ししやすい環境を整備する。
（通常、新規業務を第一四半期に公告する場合、前年度から繰り越した業務は手持ち業務量の対象となるが、それを対象としない施策を実
施している）

【令和6年度より試行】※令和7年度継続
令和6年能登半島地震の発生により、災害復旧対応を優先するため業務の一時中止等の措置を実施したことにより、令和6年度の第一四半期
に繰り越して完了を予定していた業務の完了が第二四半期に遅れる状況が発生する。
令和6年度は上記への対応として試行を拡大し、次年度の第二四半期までに繰り越して完成する業務については、「手持ち業務量の対象外」
とする。なお、令和7年度においても試行の拡大を継続する。
（通常、新規業務を第一四半期、第二四半期に公告する場合、前年度から繰り越した業務は手持ち業務量の対象となるが、それを対象としな
い施策を実施する）

【手持ち業務量の対象】 公告日時点で、管理（主任）技術者等又は担当技術者となっている全ての業務が対象
（契約金額が５００万円未満の業務、照査技術者としての業務を除く）

Ｒ６年度 Ｒ７年度

９月３０日

【Ｒ６年度より試行】※Ｒ７年度継続

（前年度からの繰越業務で
履行期限が１０月以降となる業務）

（前年度からの繰越業務で
履行期限が９月３０日までの業務）

対象（R7年度以降契約した業務）

４月１日

対象外

第３四半期以降 公告業務については、現行のとおり第１四半期 公告業務

対象

公告日

公告日時点において、前年度繰り越し業務のうち
９月３０日までに期限を迎える業務について、手持
ち業務量の対象外とする。

第２四半期 公告業務

R6d～試行
拡大

令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】
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令和２年度～

（令和６年度一部見直し）



令和７年度 業務の総合評価落札方式 実施計画（案）【業務関係】

実施方針の評価項目の見直し（総合評価（簡易型１：１）、（簡易特別型１：１））

受発注者双方の技術提案の作成・審査に係る契約事務手続きの効率化を目的として、総合評価落札方式（簡易型１：１、簡
易特別型１：１）を対象として実施方針の評価項目の見直しをする。

【令和４年度まで】 【令和５年度から見直し】

対象例：総合評価落札方式（簡易型１：１）の場合

集約

※文字の大きさは１０ポイント以上、
かつ１５行以内とし、提案事項も
最大３項目までに絞って記載。
（図表の使用可）

実施フロー
の削除
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